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   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 大阪市外郭団体等への関与及び監理事項等に関する条例（平成 25年大阪市条例第 10号。

以下「条例」という。）の施行に関しては、大阪市外郭団体等への関与及び監理事項等に関する

条例施行規則（平成 25年大阪市規則第 160号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

２ この要綱において「外郭団体の指定」とは、条例第２条第１項各号に掲げる法人を外郭団体

として同項の市規則において定めることを決定することをいう。 

３ この要綱において「外郭団体の指定解除」とは、条例第２条第１項の市規則において外郭団

体として定められた法人を外郭団体としないことを決定することをいう。 

４ この要綱において「関与」とは、法人の組織、運営又は事業活動（以下「事業経営」という。）

に対する影響力を保有することになる次に掲げるものをいう。 

 ⑴ 当該法人の資本金、基本金その他これらに準ずるもの（以下「資本金等」という。）への出

資  

 ⑵ 公開の競争による選考によらずに当該法人を相手方として行われる次に掲げる行為（当該

法人を相手方とすることが法令で定められているもの及び実費弁償として行われるものその

他の財産上の利益の供与に当たらないものを除く。）（以下「財政的支援」という。） 

  ア 当該法人の運営又は事業活動を援助することを目的として行われる補助金の交付、金銭



の貸付けその他の融資（債務の保証及び担保の提供を含む。以下「融資」という。） 

  イ 法令又は条例、規則等に基づく事務の委託及びその対価の支払い。 

  ウ 負担金又は分担金の交付 

  エ 本市の支出の原因となる契約その他の取決めの締結及び当該取決めに基づく対価の支払

い。 

 ⑶ 本市の職員を公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成 12年法律

第 50 号）第３条第２項に規定する派遣職員又は同法第 10 条第２項に規定する退職派遣者と

して当該法人の役員（取締役、監査役、執行役、理事、監事又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し取締役、監査役、

執行役、理事、監事又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者

を含む。以下同じ。）又は従業員の業務に専ら従事させること（以下「職員派遣等」という。）。 

 ⑷ 本市の職員を当該法人の役員に就任させること（前号に該当するものを除く。）。 

 ⑸ 当該法人の監理をする上で必要があるものとして本市退職者を当該法人の役員に就任させ

ること。 

５ この要綱において「監理」とは、次に掲げる事項を着実に実施するため、関与による影響力

を通じて、外郭団体等の事業経営について、その状況を把握し必要な指導及び調整をすること

をいう。 

 ⑴ 条例第４条、第５条及び第７条から第 12条までに定める事項 

 ⑵ この要綱及びこの要綱に基づき定められた規程の規定により外郭団体等に行わせることと

された事項 

 ⑶ その他外郭団体等に対する本市の関与の適正性及び透明性の確保並びに外郭団体を通じた

本市の行政目的又は施策の効率的かつ効果的な達成を図るために必要な事項 

６ この要綱において「監理対象出資法人」とは、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定め

る関与に関する要件を満たす出資法人及び大阪市住宅供給公社（外郭団体である場合を除く。

第２号において同じ。）をいう。 

 ⑴ 株式会社 次のいずれかに該当すること。 

  ア 本市が保有する株式に係る議決権の数が総株主の議決権の数の２分の１以上であること。 

  イ 本市が保有する株式に係る議決権の数が総株主の議決権の数の４分の１以上２分の１未

満であり、かつ、次のいずれかに該当すること。 

   (ｱ) 本市の財政的支援があること。 

   (ｲ) 職員派遣等により本市の職員が役員に就任していること。 

   (ｳ) 本市が当該法人の監理をする上で必要があるものとして本市退職者を役員に就任させ

ていること。 

  ウ 本市が保有する株式に係る議決権の数が総株主の議決権の数の４分の１未満であり、か

つ、次のいずれにも該当すること。 

   (ｱ) 一の事業年度における総収入に占める本市の財政的支援による収入の割合又は貸借対

照表の負債の部に計上されている資金調達額の総額に占める本市の融資の割合が２分の

１を超えていること。 

   (ｲ) 職員派遣等により本市の職員が役員に就任していること又は本市が当該法人の監理を



する上で必要があるものとして本市退職者を役員に就任させていること。 

 ⑵ 非営利法人（大阪市住宅供給公社を除く。） 次のいずれにも該当すること。 

  ア 本市の財政的支援があること。 

  イ 次のいずれかに該当すること。 

   (ｱ) 本市の職員派遣等があること。 

   (ｲ) 職員派遣等によらずに本市の職員が役員に就任していること。 

   (ｳ) 本市が当該法人の監理をする上で必要があるものとして本市退職者を役員に就任させ

ていること。 

７ この要綱において「監理対象団体」とは、外郭団体及び監理対象出資法人をいう。 

８ この要綱において「本市退職者」とは、本市を退職した者であって、次の各号のいずれかに

該当するものをいう。 

 ⑴ 地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員とし

ての職員の退職管理に関する条例（平成 24 年大阪市条例第 72 号）第６条の規定による勤続

期間が 20年以上であった者 

 ⑵ 職員の退職管理に関する規則（平成 24 年大阪市人事委員会規則第９号）第 14 条各号に掲

げる職に就いていた者 

９ この要綱において｢所属｣とは、大阪市市長直轄組織設置条例（平成 24年大阪市条例第 12号）

第１条に掲げる組織、大阪市事務分掌条例（昭和 38 年大阪市条例第 31 号）第１条に掲げる組

織、会計室、消防局、水道局、教育委員会事務局、行政委員会事務局、危機管理室及び区役所を

いう。 

10 この要綱において「所管所属」とは、外郭団体等に対する関与に係る事務を所掌する所属を

いう。 

 

（外郭団体等に対する関与及び監理に関する事務の分掌） 

第３条 所管所属は、当該所属における外郭団体等に対する本市の関与の適正性及び透明性の確

保並びに外郭団体等の監理に関する業務（以下「監理等業務」という。）を所掌する。 

２ 総務局は、外郭団体の指定及び外郭団体の指定解除に関する事務並びに所管所属の監理等業

務の総合的な指導及び調整に関する事務を所掌する。ただし、特定団体（アジア太平洋トレー

ドセンター株式会社、株式会社湊町開発センター及びクリスタ長堀株式会社をいう。以下同じ。）

の経営再建のための監理の総合的な指導及び調整に関する事務については、市政改革室が所掌

する。 

 

（監理対象団体監理委員会） 

第４条 所管所属における監理対象団体の監理等業務を着実に遂行するため、監理対象団体の所

管所属に監理対象団体監理委員会（以下「監理委員会」という。）を置く。 

２ 監理委員会は、所管所属の所属職員で組織する。 

３ 監理委員会の長として委員長を置き、所管所属の長（教育委員会事務局にあっては教育次長、

危機管理室にあっては危機管理監。以下「所管所属長」という。）をもって充てる。 

４ 前３項に定めるもののほか、監理委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、所管所属長が



定める。 

 

（監理主幹） 

第５条 監理対象団体の所管所属に監理主幹を置く。 

２ 監理主幹は、所管所属における外郭団体等の監理等業務のうち次に掲げる業務を担任する。 

 ⑴ 所管する外郭団体等に対する当該所属による関与の適正性及び透明性の確保に係る総合的

な指導及び調整に関すること。 

 ⑵ 所管する外郭団体の事業経営に係る本市の事務を担任する課長が行う監理等業務の指導及

び調整に関すること。 

 ⑶ その他所管所属長が必要と認める業務 

３ 監理主幹は、課長又はこれに相当する職にある者のうちから所管所属長が選任する。 

 

   第２章 外郭団体の指定 

（外郭団体の指定） 

第６条 総務局長は、外郭団体の指定に関する基準を定めなければならない。 

２ 総務局長は、前項の基準を制定し又は改正しようとするときは、あらかじめ大阪市外郭団体

評価委員会（以下「評価委員会」という。）の意見を聴かなければならない。 

３ 総務局長は、第１項の基準を制定し又は改正したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

４ 所管所属長は、所管する出資法人について外郭団体の指定をしようとするときは、次に掲げ

る事項及び当該出資法人が第１項の基準に該当することを具体的に明らかにして総務局長に依

頼しなければならない。 

 ⑴ 当該法人を通じて達成しようとする本市の行政目的又は施策の内容 

 ⑵ 当該法人以外の法人その他の団体によっては前号の行政目的又は施策を達成することが困

難である理由 

 ⑶ 第１号の行政目的又は施策を達成するために当該法人に求める役割 

 ⑷ 当該法人に前号の役割を果たさせる上で本市が当該法人の事業経営の指導及び調整をする

ことが必要であり、かつ、監理という手法が当該法人の事業経営に対する他の指導及び調整

の手法と比較してより適切かつ効果的であるとする理由 

５ 所管所属長は、所管する外郭団体の事業経営の実施状況その他当該外郭団体を通じて達成し

ようとする本市の行政目的又は施策の達成状況、当該外郭団体に求める役割に係る社会の環境

変化等に常に留意し、所管する外郭団体が第１項の基準に該当しなくなったときは、遅滞なく、

その旨を明らかにして総務局長に外郭団体の指定解除の依頼をしなければならない。 

６ 総務局長は、前２項の規定による依頼があったときは、条例第２条第５項の規定による評価

委員会からの意見聴取の手続をとらなければならない。 

 

   第３章 外郭団体等に対する関与 

（外郭団体等に対する関与の内容の変更） 

第７条 所管所属長は、所管する外郭団体等の事業経営に対する影響力を強化することとなる関



与の内容の変更をしようとするときは、あらかじめ総務局長に協議しなければならない。法人

の資本金等への新たな出資又は出えんによって当該法人が外郭団体等に該当する場合における

当該法人に対する新たな関与をしようとするときも、同様とする。 

２ 総務局長は、前項の規定による協議を受けた場合において、条例第３条の規定の趣旨に照ら

して必要があると認めるときは、評価委員会の意見を聴くものとする。 

３ 所管所属長は、前項の規定による評価委員会の意見が述べられたときは、これを勘案しなけ

ればならない。 

４ 所管所属長は、所管する監理対象団体について第１項に規定する関与の内容の変更以外の関

与の内容の変更をしたときは、速やかにその旨を総務局長に報告しなければならない。 

５ 総務局長は、前項の規定による報告を受けた場合（当該報告に係る関与の内容の変更が市会

の議決を経てされた場合を除く。）において、条例第３条の規定の趣旨に照らして必要があると

認めるときは、所管所属長に意見を述べるものとする。 

６ 総務局長は、随時、第１項の規定による協議を受けた外郭団体等に対する関与の内容の変更

及び第４項の規定による報告を受けた監理対象団体に対する関与の内容の変更を取りまとめ、

評価委員会に報告しなければならない。この場合において、前項の規定により意見を述べたと

きは、その内容を併せて報告しなければならない。 

７ 所管所属長は、前項の規定による報告に対する評価委員会の意見が述べられたときは、これ

を勘案して必要な措置をとらなければならない。 

 

（監理対象団体に対する関与の状況の公表） 

第８条 条例第４条の規定により外郭団体に対する関与の状況として公表する事項は、次のとお

りとする。 

 ⑴ 当該外郭団体を通じて達成しようとする本市の行政目的又は施策の内容 

 ⑵ 当該外郭団体以外の法人その他の団体によっては前号の行政目的又は施策を達成すること

が困難である理由 

 ⑶ 第１号の行政目的又は施策の達成のために当該外郭団体に求める役割 

 ⑷ 当該外郭団体に前号の役割を果たさせる上で本市が当該外郭団体の事業経営の指導及び調

整をすることが必要であり、かつ、監理という手法が当該外郭団体の事業経営に対する他の

指導及び調整の手法と比較してより適切かつ効果的であるとする理由 

 ⑸ 当該外郭団体に関する次に掲げる事項 

  ア 本市の資本金等の出資又は出えんの額及び資本金等の総額に占める割合（当該外郭団体

が株式会社であるときは、本市が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に

占める割合） 

  イ 本市の財政的支援の内容並びに一の事業年度における当該法人の総収入に占める本市の

財政的支援の割合及び貸借対照表の負債の部に計上されている資金調達額の総額に占める

本市の融資の割合 

  ウ 職員派遣等並びに本市の職員及び本市退職者による役員及び評議員への就任の状況 

  エ その他当該法人の事業経営に対する影響力を有する根拠等となる事項 

２ 本市は、条例第４条の規定による外郭団体に対する関与の状況の公表のほか、監理対象出資



法人に対する本市の関与の適正性及び透明性を確保するため、同条の規定の例により、監理対

象出資法人に関する前項第５号に掲げる事項を公表するものとする。 

 

   第４章 外郭団体等の監理 

    第１節 基本原則 

（外郭団体等の監理の基本原則） 

第９条 外郭団体等の監理は、本市との関係の適正性及び透明性の確保又は本市の行政目的又は

施策の効率的かつ効果的な達成を図ることを目的として行われるものであることを踏まえ、次

に掲げる事項を旨として行われなければならない。 

 ⑴ 本市退職者の外郭団体等の役員又は従業員としての採用その他本市退職者に関する本市と

外郭団体等との関係（以下「本市退職者に関する本市との関係」という。）が適正で透明性の

高いものとなるようにすること。 

 ⑵ 外郭団体の事業経営が当該外郭団体を通じて達成しようとする本市の行政目的又は施策の

内容及び当該行政目的又は施策の達成のために当該外郭団体に求める役割に即したものとな

るようにすること。 

 

    第２節 監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の適正性及び透明性の

確保 

（監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の適正性の確保） 

第 10条 総務局長は、監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の適正性を確保す

るために監理対象団体に行わせる事項に関する指針（以下「本市退職者に関する指針」という。）

を定めなければならない。 

２ 本市退職者に関する指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 ⑴ 本市退職者を監理対象団体の役員又は従業員として採用する場合の手続に関する事項 

 ⑵ 監理対象団体（地方独立行政法人である監理対象団体を除く。次号において同じ。）におい

て本市退職者である役員に支払われる報酬の上限額に関する事項 

 ⑶ 本市退職者である監理対象団体の役員及び従業員の退職金に関する事項 

 ⑷ 本市退職者を監理対象団体の役員及び従業員として在職させることができる年齢の上限に

関する事項 

 ⑸ 監理対象団体における本市退職者の役員への就任の状況その他の監理対象団体における本

市退職者に関する本市との関係に関し本市に報告すべき事項 

 ⑹ その他監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の適正性を確保するために

必要な事項 

３ 総務局長は、本市退職者に関する指針を制定し又は改正しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

４ 総務局長は、本市退職者に関する指針を制定し又は改正したときは、遅滞なく、その内容を

公表するとともに、所管所属長を通じて各監理対象団体に通知しなければならない。 

５ 所管所属長は、所管する監理対象団体が本市退職者に関する指針を遵守するよう適切に監理

を行わなければならない。 



 

（監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の透明性の確保） 

第 11条 総務局長は、監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の透明性を確保す

るため、毎年度、各監理対象団体の次に掲げる事項を公表しなければならない。 

 ⑴ 本市退職者に関する指針の定めるところに従い本市退職者に関し監理対象団体から報告を

受けた事項（本市において公表され又は公表することが予定されている事項及び大阪市情報

公開条例（平成 13年大阪市条例第３号）第７条の規定に照らして公表することが適当でない

と合理的に認められる事項を除く。） 

 ⑵ その他本市退職者に関する指針の定めるところに従い監理対象団体から報告を受けた事項

であって、当該監理対象団体における本市退職者に関する本市との関係の透明性を確保する

ために必要と認める事項 

 

    第３節 本市の行政目的又は施策の達成のための外郭団体の監理 

（中期目標） 

第 12条 所管所属長は、おおむね３年以上５年以下の期間において所管する外郭団体が達成すべ

き事業経営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、当該中期目標を当該外郭団体に

提示するとともに、公表しなければならない。当該中期目標を変更したときも、同様とする。 

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について具体的に定めるものとする。 

 ⑴ 中期目標の期間（前項の期間の範囲内で所管所属長が定める期間をいう。以下同じ。） 

 ⑵ 本市が行政目的又は施策の達成のために当該外郭団体に求める役割を果たすために当該外

郭団体が行うべき事業経営に関する事項 

 ⑶ その他当該外郭団体の事業経営に関する事項で本市の行政目的又は施策の達成のために必

要と認めるもの。 

３ 所管所属長は、中期目標を定め又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、その内容

について、監理委員会を開催して審議するとともに、総務局長を通じて評価委員会の意見を聴

かなければならない。 

 

（中期計画） 

第 13条 所管所属長は、所管する外郭団体に対し、本市と協議して、中期目標に基づき当該中期

目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成するよう求めなければならない。 

２ 中期計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 ⑴ 当該外郭団体が本市の行政目的又は施策の達成のために求められる役割を果たすために行

う事業経営の実施に関する事項 

 ⑵ 中期目標の期間における各事業年度の前号の事業経営についての目標 

 ⑶ その他所管所属長が当該外郭団体が本市の行政目的又は施策の達成のために求められる役

割を果たすために必要と認める事業経営に関する事項 

３ 所管所属長は、所管する外郭団体が作成する中期経営計画その他の事業経営に関する中期的

な計画（以下この項及び次項において「中期経営計画」という。）において前項各号に掲げる事

項に相当する事項が定められているときは、当該中期経営計画を中期計画とみなすことができ



る。 

４ 所管所属長は、所管する外郭団体が中期計画（前項の規定により中期経営計画が中期計画と

みなされる場合にあっては、当該中期経営計画のうち第２項各号に掲げる事項に相当する事項

に係る部分。以下同じ。）を変更しようとするときは、あらかじめ本市に協議するよう求めなけ

ればならない。 

５ 所管所属長は、第１項又は前項の規定による協議を受けたときは、速やかに、監理委員会を

開催し、その内容について審議しなければならない。 

６ 所管所属長は、第１項又は第４項の規定による協議を受けた場合において、これに同意した

ときは、速やかに、当該中期計画又は変更後の中期計画を公表するとともに、当該中期計画又

は変更後の中期計画の内容を総務局長に報告しなければならない。 

７ 総務局長は、前項の規定による報告を受けた場合において、当該外郭団体の適正かつ効果的

な監理のため必要があると認めるときは、所管所属長に意見を述べるものとする。 

８ 総務局長は、第１項又は第４項の規定による協議を経て作成し又は変更された中期計画の内

容を評価委員会に報告しなければならない。この場合において、前項の規定により意見を述べ

たときは、その内容を併せて報告しなければならない。 

９ 所管所属長は、前項の規定による報告に対する評価委員会の意見が述べられたときは、所管

する外郭団体に対し、これを勘案するよう求めなければならない。 

10 所管所属長は、所管する外郭団体の中期計画が前条第２項第２号又は第３号に掲げる事項の

適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、当該外郭団体に対し、中期計画を変更

すべきことを求めるものとする。 

 

（年度計画） 

第 14条 所管所属長は、所管する外郭団体に対し、毎事業年度、遅くとも当該各事業年度開始後

１月を経過する日までに、中期計画に基づき、当該事業年度の事業経営に関する計画（以下「年

度計画」という。）を作成し、本市に提出するよう求めなければならない。 

２ 出資法人について新たに外郭団体の指定をする場合における当該出資法人の外郭団体の指定

に係る市規則の規定の施行の日の以後最初に開始する事業年度の年度計画についての前項の規

定の適用については、同項中「毎事業年度、遅くとも当該各事業年度開始後１月を経過する日」

とあるのは「期限を定めて」とする。 

３ 所管所属長は、所管する外郭団体が年度計画を変更したときは、当該外郭団体に対し、変更

後の年度計画を本市に提出するよう求めなければならない。 

４ 所管所属長は、第１項又は前項の規定により年度計画の提出を受けたときは、速やかに、当

該年度計画を公表し、その内容を総務局長に報告するとともに、当該外郭団体の適正かつ効果

的な監理のため必要があると認めるときは、当該外郭団体に対し、助言等を行い又は必要な措

置を講ずるよう求めるものとする。 

 

（事業経営の評価等に関する指針） 

第 15 条 条例第７条第２項に規定する指針（以下「事業経営の評価等に関する指針」という。）

においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 



 ⑴ 評価の対象とする事項及び評価の視点 

 ⑵ 外郭団体が行う毎事業年度の経営評価の実施方法 

 ⑶ 外郭団体が行う中期目標の期間を通じた経営評価の実施方法 

 ⑷ 外郭団体が行った経営評価の結果に対する本市の評価の実施方法 

 ⑸ 経営評価及び本市の評価の結果の外郭団体の事業経営への反映に関する事項 

２ 前項に定めるもののほか、事業経営の評価等に関する指針については、総務局長が定める。 

３ 総務局長は、前項の規定により事業経営の評価等に関する指針を制定しようとするときは、

あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。事業経営の評価等に関する指針を改

正しようとするときも、同様とする。 

４ 総務局長は、事業経営の評価等に関する指針を制定し又は改正したときは、遅滞なく、その

内容を公表するとともに、所管所属長を通じて各外郭団体に通知しなければならない。 

５ 所管所属長は、所管する外郭団体が事業経営の評価等に関する指針を遵守するよう適切に監

理を行わなければならない。 

 

（中期目標の期間の終了時の検討） 

第 16条 所管所属長は、所管する外郭団体について事業経営の評価等に関する指針に基づき中期

目標の期間を通じた評価を行ったときは、中期目標の期間の終了時までに、中期目標の期間に

おける当該外郭団体の事業経営による本市の行政目的又は施策の達成状況、当該行政目的又は

施策の達成のために当該外郭団体に求める役割に係る社会の環境変化その他本市の行政目的又

は施策の達成のために当該外郭団体に求める役割の全般にわたる検討を行い、その結果に基づ

き、外郭団体の指定解除その他の所要の措置を講ずるものとする。 

２ 所管所属長は、前項の規定による検討を行うに当たっては、総務局長を通じて評価委員会の

意見を聴かなければならない。 

３ 所管所属長は、第１項の検討の結果及び前項の規定による評価委員会の意見並びに第１項の

規定により講ずる措置の内容を公表しなければならない。 

 

（外郭団体に事前協議を求める事項） 

第 17条 所管所属長は、所管する外郭団体が次に掲げる事項を行おうとするときは、当該外郭団

体に対し、あらかじめ本市に協議するよう求めなければならない。 

 ⑴ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める合併、会社分割、株式交換、株式移転その他こ

れらに相当する事項又は解散 

 ⑵ 資本金等の変更 

 ⑶ 役員又は評議員の定員の変更 

 ⑷ 多額の借財 

 ⑸ 当該外郭団体以外の法人の資本金等への出資又は出えん 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、当該外郭団体の事業経営に対する本市の影響力に変更を生じ

させるおそれ又は当該外郭団体の財務運営に影響を及ぼすおそれがあると認める事項 

 ⑺ 監査役、監事その他の法人の業務執行の適正性を監査する役員の全員の弁護士、公認会計

士又は税理士以外の者からの選任 



２ 前項に定めるもののほか、所管所属長は、所管する外郭団体で条例第２条第１項第１号に掲

げる法人であるものが、次に掲げる事項で当該外郭団体が本市の行政目的又は施策の達成のた

めに求められる役割を果たすために行う事業活動に係るものを行おうとするときは、当該外郭

団体に対し、あらかじめ本市に協議するよう求めなければならない。 

 ⑴ 定款の変更 

 ⑵ 事業の譲渡及び譲受け 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、当該外郭団体が本市の行政目的又は施策の達成のために求め

られる役割を果たすために行う事業活動に影響を及ぼすおそれがあると認める事項 

 

（特定団体の経営再建のための監理の特例） 

第 18条 特定団体の経営再建のための監理については、この節（第 15条（第３項を除く。）を除

く。）の規定にかかわらず、市政改革室長の定めるところによる。この場合における同条の規定

の適用については、同条第１項第３号中「外郭団体が行う中期目標の期間」とあるのは「特定

団体が行う中期経営再建目標の期間（おおむね３年以上５年以下の期間の範囲内で所管所属長

が定める期間において当該特定団体が達成すべきものとして当該所管所属長が定める経営再建

に関する目標における所管所属長が定めた当該期間をいう。）」と、同条第２項及び第４項中「総

務局長」とあるのは「市政改革室長」とする。 

 

   第５章 総務局における総合的な指導及び調整等 

（所管所属における審議） 

第 19条 所管所属長は、所管する監理対象団体から本市退職者に関する指針の規定に基づく本市

の同意を求められたとき又は第 17 条第１項若しくは第２項の規定による協議を受けたときは、

監理委員会を開催し、その内容について審議しなければならない。 

 

（総務局長への事前協議等） 

第 20条 所管所属長は、所管する監理対象団体から本市退職者に関する指針の規定に基づく本市

の同意を求められた場合又は所管する外郭団体から第 17 条第１項の規定による協議を受けた

場合において、これに同意しようとするときは、あらかじめ総務局長に協議しなければならな

い。 

２ 総務局長は、前項の規定により本市退職者に関する指針の規定に基づく本市の同意について

の協議を受けたときは、評価委員会の意見を聴かなければならない。 

３ 前項に定めるもののほか、総務局長は、第１項の規定により第 17条第１項各号に掲げる事項

についての協議を受けた場合において必要があると認めるときは、評価委員会の意見を聴くも

のとする。 

４ 所管所属長は、前２項の規定による評価委員会の意見が述べられたときは、監理対象団体に

対し、これを勘案するよう求めなければならない。 

５ 所管所属長は、第 17条第２項の規定による協議を受けた場合において、これに同意したとき

は、速やかにその旨を総務局長に報告しなければならない。 

６ 総務局長は、前項の規定による報告を受けた場合において、当該外郭団体の適正かつ効果的



な監理のため必要があると認めるときは、所管所属長に意見を述べるものとする。 

７ 総務局長は、随時、第 17条第１項及び第２項の規定による協議を経て行われた同条第１項各

号及び第２項各号に掲げる事項を取りまとめ、評価委員会に報告しなければならない。この場

合において、前項の規定により意見を述べたときは、その内容を併せて報告しなければならな

い。 

８ 所管所属長は、前項の規定による報告に対する評価委員会の意見が述べられたときは、外郭

団体に対し、これを勘案するよう求めなければならない。 

 

（総務局長に対する報告等） 

第 21条 総務局長は、所管所属における監理対象団体の監理等業務の適切かつ効果的な実施のた

め必要があると認めるときは、所管所属長に対し、所管する監理対象団体の次に掲げる事項に

ついて報告を求めることができる。 

 ⑴ 年次ごとの経営状況 

 ⑵ 予算、決算、事業計画及び事業実績に関する事項 

 ⑶ 監査役又は監事の監査報告及び会計監査人の監査報告に関する事項 

 ⑷ 諸規程の整備及び改廃等に関する事項 

 ⑸ 解散に伴う清算に関する事項 

 ⑹ 事件、事故等に関する事項 

 ⑺ 報道発表等により公表を行う事項 

 ⑻ 役員及び従業員の報酬、給与、在職期間等の状況及びこれらに関する規程 

２ 総務局長は、監理対象団体の監理等業務に係る連絡調整を図るため、随時、関係する所属長

を招集して監理会議を行うものとする。 

３ 総務局行政部法人担当課長は、監理対象団体の監理等業務の効果的かつ効率的な実施を図る

ため、随時、監理主幹又は関係所属の主管課長を招集して監理主幹会議を行うものとする。 

 

   第６章 雑則 

（違反事実の公表） 

第 22条 所管所属長は、監理対象団体が次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、当該

監理対象団体に対し改善措置を講ずべきことを求めるとともに、当該監理対象団体の名称、当

該該当する事実の内容及び当該監理対象団体が講じた改善措置の内容を総務局長に報告しなけ

ればならない。 

 ⑴ この要綱の規定に基づく本市の求めに応じないとき。 

 ⑵ 本市退職者に関する指針又は事業経営の評価等に関する指針に違反したとき。 

２ 総務局長は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その内容を公表しなければ

ならない。 

 

（公表の方法） 

第 23条 条例及びこの要綱の規定に基づく公表は、本市のウェブサイトへの掲載により行うもの

とする。 



 

（細目の委任） 

第 24条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施のための手続その他この要綱の施行に関

し必要な事項は、総務局長が定める。 

 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第７項の規定は、この要綱の制

定の日から施行する。 

（大阪市外郭団体への関与及び監理に関する要綱の廃止） 

２ 大阪市外郭団体への関与及び監理に関する要綱（平成 25年７月１日制定。以下「旧要綱」と

いう。）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に旧要綱第４条第１項の規定に基づき所管所属に設置されている外郭

団体監理委員会は、第４条第１項の規定に基づき設置された監理対象団体監理委員会とみなす。 

４ この要綱の施行の際現に旧要綱第５条第１項の規定に基づき監理主幹に選任されている者は、

第５条第３項の規定に基づき選任された監理主幹とみなす。 

５ この要綱の施行の際現に第 13 条第３項に規定する中期経営計画を作成している外郭団体で

あって当該中期経営計画の期間が令和３年３月 31日までに終了する外郭団体については、当該

中期経営計画の期間が終了するまでの間は、同条及び第 14条の規定は、適用しない。 

６ 前項に規定する外郭団体以外の外郭団体のこの要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以

後最初に開始する事業年度の年度計画についての第 14条第１項の規定の適用については、同項

中「毎事業年度、遅くとも当該各事業年度開始後１月を経過する日」とあるのは「期限を定め

て」とする。 

（準備行為） 

７ 第６条第１項の規定による基準、第 10条第１項及び第 15条第２項（第 18条の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）の規定による指針並びに第 12 条第１項の規定による中期目

標の制定、第６条第２項、第 10条第３項、第 12条第３項及び第 15条第３項の規定による評価

委員会への諮問その他この要綱の施行のために必要な手続その他の行為は、施行日前において

も、この要綱の規定の例により行うことができる。 

 

附 則（令和３年６月９日総務局長決裁） 

この改正要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令和７年 10月８日総務局長決裁） 

この改正要綱は、令和７年 10月８日から施行する。 


